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書 評

大阪市立大学経済研究所 明石芳彦 ･植田浩史編

『日本企業の研究開発システム』
(東京大学出版会,1995年)

東京大学経済学部助教授

藤 本 隆 宏

10年以上前,民間の調査会社にいた評者

が初めて書評を書かせてもらったのが,大阪

市立大学経済研究所の研究所報 (第 31集,

木村敏男編 『産業構造の転換と巨大企業』,

東京大学出版会)だった.その時も,この分

野でチームワークで動ける学術研究機関とい

う意味では日本でも屈指ではないか,という

印象を持ったが,今回 『日本企業の研究開発

システム』を読み,改めてその伝統が健在だ

と思った.本書は7人の論者が1章ずつを担

当する形式であり,それぞれの分野で個性の

ある論文が書かれているが,全体として,あ

る程度の統一性も確保してある.｢日本企業

の研究開発システム｣というテーマは,ポス

ト･バブル不況と円高の中でも重要性を増 し

ており,過渡期の難 しい時期に書かれたにも

かかわらず,内容の新鮮さ,タイムリーさを

失っていない点はさすがである.巻末の用語

解説も読者に親切でとてもよい.

全体の構成は,第 1章 (明石論文)が総論,

その後の6章が産業別の各論 (半導体,自動

車,同部品,鉄鋼,パッケージソフト,小売)

となっている.コンピュータ,家電,化学製

品などもあったらと思うが,限られた紙数で

日本企業の研究開発をなるべく偏りなく見る

という点では,対象産業の選択は概ね適切で

あろう.各章は独立した論文としても読める

が,これを全て周到に論評することは評者の

能力を超えるものがあるため,各論文に対す

る検討が不十分 ･不均一な点,御容赦いただ

きたい.

第 1章 (明石芳彦論文)では技術革新のオー

ソドックスな類型論を論 じた上で,日本の研

究開発の特徴について,｢依然として導入中

心で独創性が不十分だ｣と総括 している.吹

に,開発組織の面から,日本企業の内部にお

ける研究 ･開発組織の重層的分業構造 (本社

研究所,事業部研究所,事業部開発部),お

よび取引企業間あるいは企業内の部門間での

連携調整 (システム統合)を分析する.

その上で,｢日本企業はこれまで製品競争

力の獲得に直結 した,どちらかというと市場

ニーズ充足型で事業部主導の開発が中心で,

そのための能力 (例えば開発スピード)は高

いが,反面,研究部門主導のテクノロジー･

プッシュ型の独創的自主開発に弱い｣といっ

た問題提起を行っている.つまり明石論文は,

長引く不況のなかで市場ニーズ指向を強める

個別企業に対して,基礎研究や独創的技術開

発の必要性を改めて強調 しているのである.

テクノロジー･プッシュ型研究開発対マーケッ

ト･プル型研究開発の成果比較は,1960年

以来,イノベーション論の研究者が繰り返し

取 り上げてきた中心テーマの一つであるが

(例えばMyersandMarquis[1969],Roth-

well,etal.[1974]),日本の個別企業の中の

マーケット･プル指向が強まる傾向の見られ

る中で,テクノロジー ･プッシュの重要性を

説 く明石論文は傾聴に値しよう.

全体としてややエレクトロニクス産業より

の記述が目立っが,総論としては適切に書か

れていると思う.特に,先行開発と製品開発

の概念をはっきり分けているところがよい.

ただ,日本の研究開発を浮き彫りにするため

には,近年様々な分野で行われてきた研究開

発の国際比較研究 (欧米研究者のものも含む)

を引用するとよかったかもしれない.

また,これは本書全体に言えることだが,

評価の基準がどのレベルの分析単位にあるか
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が必ずしもはっきりしないきらいがある.例

えば,基礎研究や独自開発,あるいは研究所

主導の技術開発が重要だというのは,マクロ･

レベルの長期課題としては説得力のある指摘

だが,これは公的研究機関や大学も含めてど

こがprecompetitiveな研究開発を行うかと

いう,国全体のR&Dシステムの問題でもあ

り,企業の資源配分の問題だけには還元でき

ないことは言うまでもない.また,産業レベ

ルでも,依然として要素技術が新製品開発を

牽引している産業と,基礎的要素技術の開発

は一巡し,まとめ技術による製品のレベルアッ

プに焦点が移動しているものとがあり (例え

ばHendersonandClark[1990]参照),当

該産業にとっての独創的基礎研究 ･技術開発

の重要性は,産業によって異なるようである.

企業 レベルでは,むしろ ｢研究所唯我独尊｣

的な思想を捨てて,市場指向の研究開発 ･製

品開発を行おうという声が内部では高まって

いる事例を最近は多く見かける.これはマク

ロ的には問題のある行動かもしれないが,個

別企業の論理としてはうなずける.

このように,テクノロジー･プッシュ型研

究開発の評価一つをとって見ても,分析と評

価の基準をどのレベル,あるいはどの産業に

置くかによって結論が異なる可能性がある.

総論である明石論文で, こうした分析単位

(unitofanalysis)の違いに関する議論を深

めておいてもらえれば,その後の各論もより

わかりやすくなり,読者にとっては有難かっ

たと思う.

第2章 (榎本里司論文)は,半導体産業を

取り上げ,主に重層的な研究開発組織の分析

を中心に数社のケーススタディをまとめてい

る.半導体産業の研究開発活動の概要を一般

的に把握した上で,(1)総合巨大電子企業 (日

本電気),(2)中位電子産業 (サンヨーとシャー

プ),(3)半導体専業企業 (ローム)の三類型

に分けてケーススタディが展開される.基礎

研究組織は前二者の例,特に(1)で顕著だが,

(3)は,カスタム製品の受注設計開発に特化し

た独特の開発体制を取っていることが指摘さ

れる.全体の評価については,例えば3層構

造の研究開発組織態勢が必要かどうかは,産

業の性格や企業の全社戦略によるとして一定

の留保を加えている.妥当な評価であろう.

ェレクトロニクス産業はR&Dマネジメン

トやイノベーション経済論が好んで取り上げ

るテーマで,欧米を含め先行研究は比較的多

いが,本論文のようなアプローチは意外に少

なく,面白い論点を提供している.ただ,電

子産業の開発に関しては,要素技術の先行開

発と製品開発をどのようにオーバーラップさ

せ,すり合せるか (例えばIansiti[1993])

など,個別開発プロセスのレベルでも重要な

課題が多く,その点では榎本論文は組織機構

論にやや重心が置かれすぎているか,という

印象もある.

第3章 (岡野浩論文)は, トヨタ自動車の

事例に基づく,いわゆる原価企画 (製品企画 ･

開発に遡った総合的な原価 ･利益管理活動)

の分析である.論者はこの分野における第-

線級の研究者の一人であり,読んでいても安

定感を感 じる内容である.岡野論文は,基本

的には岡野 [1995,第6章]をベースにして

いるようであり,(1)原価企画の歴史的な生成

プロセス,(2)原価企画の類型論,(3)トヨタの

開発体制にとって 1990年代前半の大きな動

きであった複数開発センター制の導入,(4)港

外生産モデルの増加に伴う原価企画の海外移

転,の4つの部分から構成される.このうち

後二者は近年の新展開に関するどちらかとい

えば トピック的な記述 ･説明であり,分析的

な熟成度がより高いのは前二者であろう.

まず(1)では, トヨタ自動車における原価企

画の発生と進化の過程が手際よくまとめられ

ている.最近注目を集めている ｢トヨタ自動

車の生産システムに関する歴史分析｣と･いう

観点から見ても興味深い内容である. また,

(2)においては,原価企画の ｢計算システム｣

的側面と ｢マネジメント･システム｣的側面

を分けて考えるべきだという論者の持論が展
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開されており,両者がいわば原価企画の両輪

であること,特に後者の海外移転が困難であ

ることが主張されている.また,原価企画に

はエンジニア主体で積み上げ法による目標原

価設定を中心とする ｢設計原価型｣と,マー

ケット･イン指向で控除法 (目標価格と目標

利益を先決)を中心とする ｢利益企画型｣と

があり,両者が収教化する傾向が見られる点

が指摘される.さらに,原価企画の進展にと

もなう組織体制や各部門の役割変化を ｢会計

機能の分散化と統合化｣の同時進行ととらえ

る.

全体として,岡野論文は,独自の論理展開

と実証分析を伴うもので,資料価値も概して

高いと思われる. しかしながら,単独論文と

してのまとまりはともかく,この本全体の論

点 (特に第一章の明石論文における総括)と

の関連が必ずしもはっきりしていない点がや

や気になるところではある.また,(1)から(4)

までを貫くダイナミックな分析枠組を,より

鮮明にすれば,個々のパートがもっと活きて

くると思われるが,いかがだろうか.

第4章 (植田浩史論文)は,日本の自動車

部品メーカーの開発システムの特徴を,自動

車産業のサプライヤー ･システムという広い

文脈のなかで浮き彫りにしている.評者の知

る限り,自動車部品産業の歴史的 ･実証的分

析は植田氏の最も得意とする分野であり,今

回はその精力的なアプローチが現状分析に活

かされたといえよう.具体的には,｢承認図

方式｣あるいは ｢デザイン･イン｣と呼ばれ

る,自動車組立メーカーと部品メーカーとの

間の緊密な情報交換に基づく後者の自動車開

発間プロセスへの参加について,既存研究の

紹介と,論者自身による5杜のケーススタディ,

およびそのまとめという形をとっている (こ

のテーマに関する評者の見解は,藤本 [1995

a],Fujimoto[1995b]参照).

特に,承認図メーカーと専門加工部品メー

カーに分類 して双方の開発プロセスの特徴を

浮き彫りにしているのは,従来の研究が前者

秤 39

に偏りがちであったことから考えても,バラ

ンスのよいまとめかたであり,一次自動車部

品メーカーの企業類型論に一家言を持っ論者

の持ち味が出ていると言えよう (例えば,植

田 [1989]).自動車メーカーと部品メーカー

の開発プロセスの相互作用に関しても,既存

の分析 (例えばC1arkandFujimoto[1990]

)以上に詳細に立ち入った分析が行われてい

る点も特筆される.

あえて注文をっけるならば,せっかく5社

のケースを共通のフォーマットに基づいて行っ

ているのだから,これを例えば対照表のよう

な形にまとめ,より体系的な企業間 ･類型間

の比較分析を行うことが出来れば,マルチプ

ル ･ケース･スタディの持っよさがもっと引

き出せたのではなかろうか. また,論者は,

専門部品メーカーは ｢当初より自動車メーカー

よりノウハウ,開発力を持った企業｣だとし

ているが,これは部品専門メーカー一般につ

いても言えることなのか,またそうだとすれ

ば,これらメーカーの開発能力はそもそもど

のようにして構築されたのか,発生論的な歴

史分析が見たいところである.

第5章 (川端望論文)は,高炉メーカーを

中心に,鉄鋼業の現状の強みと問題点を指摘

している.いわゆるファインスチールの開発

に論点を絞り,特に自動車産業向けの表面処

理鉄板の開発が,鉄鋼メーカーの製品開発能

力の向上をもたらしながらも,結局鉄鋼メー

カー採算悪化をもたらしていることを指摘 し

ている.問題意識がきわめて明快で,既存研

究のサーベイも実証分析も周到な力作といえ

よう.この問題は,注文開発型の産業財製品

開発の問題である点では,先のカスタムIC

や自動車部品と共通点をもち,特に,自動車

産業と部品 ･素材産業の間の継続的取引関係

という広い文脈のなかで議論される必要があ

る点では,先の植田論文 との関連が大きい.

川端論文では,自動車メーカーの要請に答え

て,スペシャリティ･グレー ド鋼板のきめ細

かい開発能力を蓄積 してきたにもかかわらず,
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結局は過剰投資による採算悪化に陥った点

を問題とし,これを,継続的取引と少数企業

間の競争を組合せた自動車企業の購買システ

ムや自動車メーカーの過剰設計問題とからめ

て論じている.問題及び原因に対する分析は

正確と思われる (これに関する評者の見解は,

藤本 [1995b],Fujimoto[1996]参照).

ただ, ファインスチールの採用悪化から

｢開発能力の高さが必ず しも競争力に結び付

いていなかった｣と結論するのは,競争力の

定義に疑問があり,ややわかりにくいこむし

ろ韓国鋼材などに対して国内鉄鋼製品の競争

力を維持することを目的として行われた開発

能力アップが,当面競争力の維持 (自動車メー

カーは概ね日本製鋼板を選択し続けたという

意味で)は実現しながら,それが採算に繋が

らなかった,ということではないか.つまり,

開発能力が競争力につながらないというより

はむしろ,競争力が採算に繋がらない,とい

う,自動車を含めた日本の製造業の問題が,

ここで指摘されているのだと評者は考える.

なお,評者の知る限り,これとよく似た問題

が,バンパー用など自動車向けプラスチック

の世界でも起こっているので,比較 してみる

と面白いだろう.

第6章 (肥塚浩論文)は,ソフトウェアの

世界に目を転じ,ワープロソフト ｢一太郎｣

で有名なジャストシステムのケースを中心に,

パソコン用パッケージソフトの開発を論じて

いる.従来,日本のソフトウェア開発に関す

る社会科学的な研究は,メインフレームコン

ピュータ向けのカスタム･ソフト開発に関す

るものが中心だったと思われる (戸塚他 [19

90],Cusumano[1991]など).その意味で

は,肥塚論文は日本のパッケージ･ソフト開

発に関する先行的なケース研究の一つとして

評価できる.

ここでは,ジャストシステムにおける ｢一

太郎｣開発の経緯と,その後のフルライン･

統合戦略を,競争激化に対する対応として分

析 ･評価 している.続いて,製品ラインの複

雑化に対応する製品開発組織の変化を論 じて

いる.丁度同じころ,業界 トップのマイクロ

ソフト社でも,ソフトウェア開発の遅れが問

題となり,開発体制の見直しが検討されてい

るので,比較 してみると面白いだろう (Har-

vardBusinessSchool[1994]).マイクロ

ソフト社の新 しい開発プロセスについては,

クスマノらの新著 (CusumanoandandSelby

[1995])に詳 しいが,それとの関連でいえば,

パッケージ･ソフトウェア開発の課題の一つ

は,複雑化する製品開発と大規模化する開発

プロジェクトに対応 して,がっちりした開発

組織作りを行いながらも,従来の小さなチー

ムによる開発の持っ活力をいかに維持するか,

また,製品アーキテクチャのモジュラー化と

迅速な設計 ･テスト･サイクルによって,開

発途上でのスペックやフィーチャーの変更に

いかに柔軟に対応するか,といった開発プロ

セスそのものあるいはミクロの開発組織の問

題となってきている.

肥塚論文は,今のところ全体的な開発戟略

と開発組織機構の分析にとどまっているが,

こうした,より詳細に立ち入った日本のパッ

ケージ･ソフトウェア開発論が展開できれば,

クスマノらの分析との比較という意味でも,

さらに興味深いだろう.

最後に,第7章 (中野安論文)は,小売に

おける新業態開発をイノベーション論として

分析している.分析の枠組みは,小売イノベー

ションを ｢価格切り下げ型｣と ｢サービス･

アピール型｣に分け,その間での ｢主役交代

のサイクル｣という枠組によって,百貨店か

らスーパー,コンビニ,ディスカウント･ス

トアに至る,戟前から戦後の小売イノベーショ

ンを概観 し,今後を展望しようというもので

ある.論者自身も認めるように,こうした2

分法のみで小売業態の進化の全貌がつかめる

わけではないだろうが,この論文の目的から

すれば,極めてシンプルながら問題の本質を

的確に抽出するパワフルな分析枠組であるこ

とに驚かされる.特に流通問題は門外漢の評
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者のような読者にとっては,極めて示唆的な

論文である.

90年代は,上記の小売イノベーションサ

イクルから見ればディスカウント･ショップ

(Ds)やプライベー トブランド (PB)展開

など ｢価格切り下げ型｣が主導する展開にな

る,という論旨も明快である.ただ,論者も

指摘するように,大量廉価販売を強調するア

メリカの消費社会 (カリフォルニア大学の

MartinKenny教授はこれを ｢Kマート社会｣

と称する)と日本のそれとが帝離する傾向は

すでに見られていたわけであり,今後につい

ても,バブル時代に ｢金のかかった良いもの｣

を知ってしまった日本の消費者が,アメリカ

と同様のDs展開を評価するのか,あるいは

低価格と高品質のより-イレベルかつ微妙な

バランスを求めるのかが問題となろう.この

点,論者も慎重に結論を留保しているようで

ある.

また,本書全体との関連で言えば,小売業

(あるいは流通業一般)におけるイノベーショ

ンのパターンが,製造業の場合と比べてどの

ように異なるのか,分析があればなおよかっ

たと思う.

さて,全体を読み通 して見ると,それぞれ

の論者が持ち味を活かして,各産業における

研究開発の課題を分析している.対象として

いる時期も,章によって微妙に異なる傾向が

あるが,産業や時期が変われば直面する課題

は異なるのが当然であり,現在のような過渡

期においてはなおさらである.その意味では,

各論者の論点は概ね各産業の本質をっいてお

り,その意味でも実証研究としてのレベルは

概 して高いといえよう.

しかし,まさにそのために,全体として,

日本の研究開発システムのパターンが産業間

でどのように異なるのか,という潜在的に重

要な問に対しては明確な答えが出ていない.

それは結局,上記の事情により各章の分析枠

組が必ずしも統一されていないからだと推察

される.例えば,マクロ的な研究開発課題の
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論議,その産業全体がかかえる問題の指摘,

個別企業の戦略と全社組織機構の評価,プロ

ジェクトレベルの詳細なプロセスの分析など,

各論文の切り口は各分野における中心的な問

題意識に応 じて様々であり,したがって,こ

れらの論文を横通 しにした産業間の相互比較

は当然難しいのである.

結局,本書を通してのもっとも強いメッセー

ジの一つは,日本企業の研究開発といっても

産業によって開発体制の特徴とその強み,弱

み,直面する課題などはかなり異なる,とい

うことのように思われる. しかし,それでは

どのような産業特性 ･技術特性がどのような

開発組織 ･プロセス･戦略に結び付いている

のだろうか.産業間のそうした違いを生みだ

す要因は何だろうか.こうした面での比較分

析は本書ではあまり展開されておらず,今後

の課題といえそうである (この点に関する評

者の暫定的な見解は,Fujimoto[1993],藤

本 [1995C]参照).

また,日本の研究開発システムを相対化 し

て特徴を浮き彫りにする場合,国際比較は有

効な手段と考えられるが,そうした国際比較

の視点がやや少ないというのが,全体を通 し

ての印象であった.つまり,産業間にせよ国

際間にせよ,総 じて ｢比較研究｣という視点

から研究を体系化することにより,本研究は

さらに発展するのではないかと思われる.

以上のような注文があるとはいえ,幅広い

産業分野にわたって日本企業の研究開発のパ

ターンを実証的に浮き彫りにしようという本

書のねらいは極めて時宜を得たものであり,

資料価値も高い.こうした類書が少ない (少

なくとも日本語の文献では)こともあり,日

本企業の研究開発に関するものしては,現段

階で第一級の研究成果とみてよいだろう.
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